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（様式１）

醍醐支所会議室使用許可申請書
	（あて先）　醍醐担当区長　
	申請年月日　　　　年　　月　　日

	申請者の住所（団体の主たる事務所の所在地）


	申請者の氏名（団体の名称及び代表者氏名）
℡　　　－


醍醐支所会議室使用要綱を遵守することを誓約し、次のとおり申請します。
	使用目的

(具体的に)
	

	使用人数
	　　人
	使用会議室
	第　　　　会議室
(定員：約20名)

	使用日時
	年　　月　　日（　　　曜日）

午前（９時～１２時）　　　午後（１時～５時）


	使用設備
	· 机　　　台　　　□ いす　　　脚　　　　□ マイク
· ホワイトボード　□ 磁気ループ補聴設備（可搬式）
· スクリーン　    □ その他（　　　　　　　）

	使用
責任者
	　　　　　　　　　　　℡　　　－

	備　考
	裏面「申請上の注意」を遵守してください。


（注）　該当する項目には○印をつけてください。

醍醐支所会議室使用許可書
	醍醐支所会議室使用要綱の遵守を条件に、上記申請を許可します。

	許可年月日：平成　　年　　月　　日


	許可番号　　　　

	
	　醍　醐　担　当　区　長


※使用日当日は、必ずこの許可証をお持ち下さい。
※万一ご使用いただけない場合や記載事項などについて確認させていただく場合は、醍醐支所からご連絡いたします。
※別紙「使用上の注意」もご確認いただき、遵守してください。
申請上の注意
申請者は、下記の事項を十分認識し遵守するとともに使用に当たっては善良なる管理者の注意をもって管理してください。

１　会議室の使用にあたっては、醍醐支所会議室使用要綱に従って使用すること。

　　なお、次の事項に該当するときは使用を許可しない。

(1)　支所等の業務の遂行に支障があるとき。
(2)  総合庁舎の管理上支障があるとき。
(3)　公の秩序を乱し、善良な風俗を害するおそれがあるとき。
(4)　政治活動に利用されるおそれがあるとき。
(5)　宗教活動に利用されるおそれがあるとき。
(6)　営利行為、その他特定の人又は団体の利益に供するおそれがあるとき。
(7)　会費、入場料等名目の如何を問わず金銭を徴収するとき。
(8)  京都市暴力団排除条例第２条第１項、第３項、第４項及び第５項に定める暴力団等の活動に利用されると認められるとき。
(9)　その他担当区長が不適当と認めるとき。
２　会議室使用許可申請書の受付期間は、その使用しようとする日の１箇月前から１週間前までとする。

ただし、国民の祝日に関する法律に定める休日、土曜日、日曜日及び毎年１２月２９日から翌年１月３日の間には受付を行わない。

　（受付時間）

	
	午　　　前
	午　　　後

	平　日　
（閉庁日を除く）
	午前９時から正午
	午後１時から午後５時


３　会議室を使用することができる時間は、下記のとおりとする。

ただし、次の各号に掲げる日は、会議室の使用を許可しない。

(1)　土曜日、日曜日

(2)　国民の祝日に関する法律に規定する休日

(3)　１月１日から同月５日まで及び１２月２７日から同月３１日まで

(4)　公職選挙法に基づく選挙の告示日から開票日の翌日まで

(5)　その他区長が区役所の業務を行う上で、必要と認めるとき。
　　　　（使用時間）

	平日（閉庁日を除く）

	午　　　前
	午　　　後

	午前９時から正午
	午後１時から午後５時


４　次の各号の一に該当するときは、担当区長は使用の許可を取り消す。

(1)　会議室使用許可申請書に虚偽の記載をしたとき

(2)　この要綱に定める事項、使用許可時の注意事項、又は支所職員の指示に違反したとき

(3)　災害その他不可抗力により、会議室の使用ができなくなったとき

(4)　その他公用又は管理上の都合により、担当区長が特に必要と認めるとき

ただし、前項の措置によって損害が生ずることがあっても、担当区長及び本市はその責を負わない。
５　会議室使用許可書の提出先は、地域力推進室総務・防災担当とする。

６　使用後の附属設備備品等の整理整頓及び茶殻ごみ等は所定の場所へ確実に処理すること。
７　会議室での飲酒又は飲食を原則行わないこと。また、喫煙を行わないこと。
８　音楽の演奏等みだりに大きい音をたてないこと。

９　会議室使用中の管理は使用責任者が一切の責任を持つこと。

10  会議室使用終了後、机、いす等は所定の配置に戻し、使用責任者はただちに支所職員に使用の終了を報告すること。
使用上の注意

会議室使用責任者は、下記の事項を十分認識し、使用にあたっては遵守してください。

１　会議室の使用にあたっては、醍醐支所会議室使用要綱に従ってすべての事項を十分認識のうえ使用すること。

　　なお、次の事項に該当するときは使用を許可しない。
(1)　支所等の業務の遂行に支障があるとき。
(2)  総合庁舎の管理上支障があるとき。
(3)　公の秩序を乱し、善良な風俗を害するおそれがあるとき。
(4)　政治活動に利用されるおそれがあるとき。
(5)　宗教活動に利用されるおそれがあるとき。
(6)　営利行為、その他特定の人又は団体の利益に供するおそれがあるとき。
(7)　会費、入場料等名目の如何を問わず金銭を徴収するとき。
(8)　京都市暴力団排除条例第２条第１項、第３項、第４項及び第５項に定める暴
力団等の活動に利用されると認められるとき。
(9)　その他担当区長が不適当と認めるとき。
２　次の事項に該当するときは、使用の許可を取り消す。

　　なお、この措置によって損害が生じることがあっても、担当区長及び本市はその責を負わない。

(1)　会議室使用許可申請書に虚偽の記載をしたとき。
(2)　この要綱に定める事項、使用許可時の注意事項、又は支所職員の指示に違反
したとき。
(3)　災害その他不可抗力により、会議室の使用ができなくなったとき。
(4)　その他公用又は管理上の都合により、担当区長が特に必要と認めるとき。
３　会議室使用許可書の提出先は、地域力推進室　総務・防災担当とする。
４　使用後の附属設備、備品等の整理整頓及び茶殻、ごみ等は所定の場所へ確実に処理すること。

５　参加者に会議室名を周知するために、庁舎三階のホワイトボードを活用すること。

６　会議室での飲酒又は飲食を原則行わないこと。また、喫煙を行わないこと。
７　音楽の演奏等みだりに大きい音をたてないこと。

８　会議室使用中の管理は使用責任者が一切の責任を持つこと。

９　会議室使用終了後、机、いす等は所定の配置に戻し、使用責任者はただちに支所職員に使用の終了を報告すること。
